
随意契約結果一覧表 （令和５年１０月～令和６年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093－582－2274

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

PCB廃棄物処分業務委託
（その1）

中間貯蔵・環境安全事業株
式会社 北九州PCB処理事業
所

19,866,000 令和5年12月6日

　本業務は、本市が保管事業者であるポリ塩化ビフェニル廃
棄物（以下「PCB廃棄物」という。）を関係法令等に基づき
安全かつ適正に処分するものである。
　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理
法」という。）」及び「PCB廃棄物の適正な処理の推進に関
する特別措置法」では、PCB廃棄物の保管事業者は自ら処分
を行うか、自ら処分を行うことができない場合は廃棄物処理
法等に基づく許可業者に処分を委託しなければならないと定
められている。
　このため、本市が都市モノレール小倉線倉庫に保管してい
るPCB廃棄物は委託処分とする必要があるが、高濃度ＰＣＢ
は委託処分とする必要があるが、高濃度ＰＣＢ廃棄物を処分
可能な施設は、西日本エリアにおいて中間貯蔵・環境安全事
業株式会社　北九州ＰＣＢ処理事業所のみであるため。

自治法
施行令
第２号

19,866,000

鹿児島本線陣野原駅及び日
豊本線下曽根駅自由通路建
屋点検

九州旅客鉄道株式会社 2,130,000 令和5年11月2日

　本業務の対象施設は、九州旅客鉄道株式会社の線路上空を
跨ぐ自由通路であり、点検にあたっては、九州旅客鉄道株式
会社の敷地内への立入が必要である。
　点検の際は線路近傍への立ち入りの可能性もあり、列車の
安全・安定輸送の確保、作業員の安全確保のため、鉄道管理
者である九州旅客鉄道株式会社へ業務を委託することとした
い。なお、緊急時に線路閉鎖を実施できるのは、列車運行を
管理している九州旅客鉄道株式会社のみであり、緊急時の対
応等も考慮すれば、同社が唯一の契約対象機関である。

自治法
施行令
第２号

2,130,000

JR日豊本線（安部山公園～
下曽根間）7ｋ948ｍ付近上
葛原橋外6橋の跨線道路橋
の定期点検

九州旅客鉄道株式会社 35,848,000 令和5年12月1日

　本業務の対象橋梁は、九州旅客鉄道株式会社の線路上空を
跨ぐ橋梁であり、点検にあたっては、九州旅客鉄道株式会社
の線路敷地内への立入が必要である。
　線路敷地内へ立ち入って作業を行うには、列車の安全・安
定輸送の確保、作業員の安全確保のため、「鉄道に関する技
術上の基準を定める省令」に基づく実施基準に定められた線
路閉鎖が必要である。
　線路閉鎖を実施できるのは、列車運行を管理している九州
旅客鉄道株式会社のみであり、同社が唯一施工可能な契約対
象機関であるため。

自治法
施行令
第２号

35,848,000

 都市整備局道路部道路維持課



随意契約結果一覧表 （令和５年１０月～令和６年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093－582－2274

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

 都市整備局道路部道路維持課

駐輪指導業務、自転車保管
所管理業務等委託

公共社団法人
北九州市シルバー人材セン
ター

38,500,000 令和6年3月29日

　当委託業務は、特殊な技術を必要とせず、高齢者が遂行可
能な内容であり、下記の選定基準を満たすものが左記に掲げ
る相手方のみであることから左記に掲げる相手方に対し、特
命で随意契約を締結するもの。
（選定基準）
　高齢者の雇用の安定に関する法律（昭和46年法律第68号）
第37条第1項に規定するシルバー人材センターで、その所在
地が市内にあるもの。

自治法
施行令
第３号

非公表
（特命随意契約
で継続性があ
る）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　



随意契約結果一覧表 （令和５年１０月～令和６年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093－582－2491

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

旦過地区にぎわい創出基礎
検討業務委託

日本工営都市空間株式会社 1,958,000 令和5年11月27日

　本業務は、今後の旦過地区のにぎわい創出を検討するにあ
たり、区画整理事業への影響の有無を整理し、検討における
基礎資料を作成する業務である。
　本業務を実施するにあたり、現に履行中の「旦過地区土地
区画整理事業計画変更関係機関協議資料作成業務委託」と
「旦過地区換地計画外業務委託」（以下、「先行２業務」と
する。）との連携を行わなければ区画整理事業への影響の程
度を正確に判断することが困難であり、先行２業務と本委託
を総合的に検討していく必要があるため。

自治法
施行令
第６号

1,963,500

旦過地区土地区画整理事業
プレハブ店舗付属施設設置
業務委託

大和リース株式会社 15,400,000 令和5年12月8日

　本業務は「旦過地区土地区画整理事業プレハブ店舗賃貸借
契約」により貸借中のプレハブ店舗に併設して、敷地範囲及
び電気・給排水の供給経路を一部共有する付属施設の設計、
各種申請手続き及び設置を行うものである。
　先行業務において、同業者が管理する敷地内の引き込み電
柱や給排水管から分岐して付属施設への設備供給を行うこと
により、新たに引き込みを行う場合と比較して設置費を削減
することができ、また、同一業者が設置を行うことで施設管
理上の責任区分が明確となる。
　また、付属施設の設置にあたり、建築基準法に基づく仮設
許可・計画通知の申請を行う必要があるが、プレハブ本体の
法的な位置づけや申請内容、敷地状況を熟知していることか
ら、他の業者に比べて早期の業務着手が可能であり、事前調
査及び関係機関との協議に要する経費を削減できるため。

自治法
施行令
第６号

15,400,000

金山川調整池維持管理計画
作成業務委託（５－２）

株式会社建設技術研究所 4,367,000 令和5年12月11日

　本業務は、金山川調節池の整備工事後に関する維持管理計
画を作成するものである。
　調節池内の施設（土木、建屋、機械・電気設備）の維持管
理計画を行うに当たっては、調節池及び排水ポンプ設置等の
関連施設の機能及び構造を熟知したうえで行わなければなら
ない。
　本業者は、当該施設の詳細設計を行っており、調節池及び
関連施設の機能、構造を熟知していることから円滑な業務の
実施が可能であり、資料収集整理、打合せ協議等にかかる経
費の削減が図れ、工期の短縮も可能となるため。

自治法
施行令
第６号

4,374,700

都市整備局　水環境課



随意契約結果一覧表 （令和５年１０月～令和６年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093－582－2491

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

都市整備局　水環境課

高瀬川調節池模型実験業務
委託（その２）

株式会社建設技術研究所 4,180,000 令和5年12月14日

　当業務は、北九州市門司区を流れる普通河川・高瀬川にお
いて整備する調節池について、先行業務（高瀬川調節池模型
実験業務委託）結果をもとに設計した越流堤形状を模型で改
造再現し、水理模型実験により洪水調節時の水理特性を把
握・整理するものである。
　先行業務で設置した模型を用いて水理実験を行うため、先
行業務の受注者である当該業者が受注した場合、模型製作の
費用削減及び工期短縮が可能となる。また、使用する模型は
当該業者の所有地に設置されており、別業者が受注した場
合、責任区分が不明確となるため。

自治法
施行令
第６号

4,188,800

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　



随意契約結果一覧表 （令和５年１０月～令和６年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093-582-2464

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

令和６年度福祉公園管理業
務委託

株式会社　じりつ 1,485,000 令和6年3月29日
　選定基準を満たし、見積書を提出した者の中で、予定価格
の制限の範囲内で最低価格を提示したため。

自治法
施行令
第３号

3,122,396

瀬板の森公園監視等業務委
託

瀬板の森管理運営委員会 1,925,000 令和6年3月18日

　瀬板の森管理運営委員会は、当該公園の管理運営を目的に
地元自治会を中心に設立された団体であり、地域の地理や利
用団体、地元利用者等に精通している。長年にわたり利用者
の指導をはじめ、貯水池の水質悪化に関連するトラブルの未
然防止を行い、良好に管理している実績が認められる。ま
た、民間の警備会社に委託するよりも低廉な価格で実施でき
る見込みがあるため。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

都市整備局公園管理課



随意契約結果一覧表 （令和５年１０月～令和６年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093-691-2522

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

折尾土地区画整理事業に係
る地区界測量業務委託（５
－１）

洞海特殊開発株式会社 1,749,000 令和6年2月9日

　本業務は折尾土地区画整理事業の地区界に所在する土地の
境界測量及び境界立会を行い、地区界に沿って当該地を分筆
するための資料を作成する業務である。
　本業務は先行業務と密接不可分の関係にあり、先行業務を
受注している洞海特殊開発株式会社に委託することで、工期
の短縮及び経費の削減が可能であるため、特命するもの。

自治法
施行令
第６号

1,755,600

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

都市整備局折尾総合整備事務所整備課



随意契約結果一覧表 （令和５年１０月～令和６年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 　093－582－2556

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

令和６年度市営住宅管理シ
ステム保守運用業務委託

株式会社ニシコン 6,930,000 令和6年3月19日

　市営住宅管理システムは、デジタル市役所推進課所管の
「宛名管理システム」、「総合収納システム」、税制課所管
の「総合滞納整理システム」等と連携している独自に設計し
たシステムである。加えて、その多くは個人情報であり、か
つ他の業務にない特殊性を有している。
　株式会社ニシコンは、本システムの開発業者であり、設計
上、独自に開発した部分も多いため、他の業者では、他業務
との連携処理、仕様の把握、的確に故障箇所の発見や原因の
特定を行うことが困難であり、速やかに当該システムの対応
を行うことができない。
　このため、本契約については、本システムの開発・運用事
業者である同社以外では円滑な業務履行ができないため、特
命するものである。

自治法
施行令
第６号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

都市整備局住宅管理課



随意契約結果一覧表 （令和５年１０月～令和６年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093-582-2581

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

フロア整備実施業務委託 九州電話サービス株式会社 2,368,278 令和6年2月8日

　本業務は、イントラネット用パソコンのLＡＮ工事を行う
ものである。
　本庁内イントラネット用パソコン等の借入れ及び保守につ
いては本市と富士通リース株式会社九州支店と契約済であ
り、当該契約のうち、端末の移設、配線に関することについ
て九州電話サービス株式会社を保守業者として指定している
ことから特命により随意契約とした。

自治法
施行令
第２号

2,420,000

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

都市整備局設備部機械設備課


